
議 第 １ ５ 号  

 

企 業 振 興 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 制 定 に つ い て  

 

本 市 企 業 振 興 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 下 記 の と お り 制 定 す る も

の と す る 。  

令 和 ６ 年 （ ２ ０ ２ ４ 年 ） ２ 月 １ ６ 日 提 出  

 

       柏 崎 市 長  櫻  井  雅  浩     

 

 

 

記  

新 潟 県 柏 崎 市 企 業 振 興 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例  

 新 潟 県 柏 崎 市 企 業 振 興 条 例 （ 令 和 ３ 年 条 例 第 ４ ９ 号 ） の 一 部 を 次 の

よ う に 改 正 す る 。  

第 ２ 条 に 次 の １ 号 を 加 え る 。  

⑶  地 域 未 来 投 資 促 進 法 適 用 工 場 等  地 域 経 済 牽 引 事 業 の 促 進 に よ

る 地 域 の 成 長 発 展 の 基 盤 強 化 に 関 す る 法 律 （ 平 成 １ ９ 年 法 律 第 ４

０ 号 。 以 下 「 地 域 未 来 投 資 促 進 法 」 と い う 。 ） 第 ６ 条 に 規 定 す る

同 意 基 本 計 画 に お い て 定 め ら れ た 促 進 区 域 内 に お い て 、 地 域 未 来

投 資 促 進 法 第 １ ４ 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 承 認 地 域 経 済 牽 引 事 業 計 画

に 基 づ き 設 置 さ れ る 地 域 未 来 投 資 促 進 法 第 １ ８ 条 に 規 定 す る 承 認

地 域 経 済 牽 引 事 業 （ 地 域 の 成 長 発 展 の 基 盤 強 化 に 特 に 資 す る も の

と し て 主 務 大 臣 が 定 め る 基 準 に 適 合 す る こ と に つ い て 主 務 大 臣 の

確 認 を 受 け た も の に 限 る 。 ） の た め の 施 設 を い う 。  

第 ４ 条 第 １ 項 中 「 令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で の

間 」 を 「 過 疎 地 域 の 持 続 的 発 展 の 支 援 に 関 す る 特 別 措 置 法 第 二 十 四 条

の 地 方 税 の 課 税 免 除 又 は 不 均 一 課 税 に 伴 う 措 置 が 適 用 さ れ る 場 合 等 を

定 め る 省 令 （ 令 和 ３ 年 総 務 省 令 第 ３ １ 号 ） 第 １ 条 第 １ 号 イ に 規 定 す る

間 」 に 、 「 第 １ ２ 条 第 ３ 項 」 を 「 第 １ ２ 条 第 ４ 項 」 に 、 「 第 ４ ５ 条 第

２ 項 」 を 「 第 ４ ５ 条 第 ３ 項 」 に 改 め る 。  
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第 １ ２ 条 を 第 １ ３ 条 と し 、 第 ７ 条 か ら 第 １ １ 条 ま で を １ 条 ず つ 繰 り

下 げ る 。  

第 ６ 条 第 １ 項 中 「 又 は 第 ４ 条 」 を 「 、 第 ４ 条 又 は 第 ５ 条 」 に 改 め 、

同 条 を 第 ７ 条 と し 、 第 ５ 条 を 第 ６ 条 と し 、 第 ４ 条 の 次 に 次 の １ 条 を 加

え る 。  

（ 地 域 未 来 投 資 促 進 法 に お け る 課 税 免 除 ）  

第 ５ 条  市 長 は 、 地 域 未 来 投 資 促 進 法 適 用 工 場 等 を 事 業 の 用 に 供 す

る 日 の 属 す る 年 の 翌 年 （ 事 業 の 用 に 供 す る 日 が １ 月 １ 日 で あ る 場

合 に あ っ て は 、 そ の 属 す る 年 ） の ４ 月 １ 日 を 初 日 と す る 最 初 の 年

度 以 降 ３ か 年 度 に 限 り 、 当 該 地 域 未 来 投 資 促 進 法 適 用 工 場 等 に 係

る 固 定 資 産 （ 地 域 未 来 投 資 促 進 法 第 ４ 条 第 ６ 項 の 規 定 に よ る 基 本

計 画 の 同 意 の 日 以 後 に お い て 取 得 し た も の に 限 り 、 そ の 取 得 価 格

の 合 計 が １ 億 円 を 超 え 、 償 却 資 産 は 構 築 物 の み を 対 象 と し 、 か つ

、 土 地 に つ い て は 、 そ の 取 得 の 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て １ 年 以 内 に

当 該 土 地 を 敷 地 と す る 当 該 地 域 未 来 投 資 促 進 法 適 用 工 場 等 の 建 設

の 着 手 が あ っ た 場 合 に お け る 土 地 に 限 る 。 ） に つ い て 、 本 市 が 課

す る 固 定 資 産 税 の 課 税 を 免 除 す る こ と が で き る 。  

附  則  

こ の 条 例 は 、 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 ４ 条 第 １

項 の 改 正 規 定 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  

2



 

参
考

資
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新
潟

県
柏

崎
市

企
業

振
興

条
例

（
令

和
３

年
１

２
月

２
１

日
条

例
第

４
９

号
）

 

改
正
後
 

改
正
前
 

（
定
義
）
 

（
定
義
）
 

第
２
条
 
こ
の
条
例
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

第
２
条
 
こ
の
条
例
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

(１
)・

(２
) 

（
略
）
 

(１
)・

(２
) 

（
略
）
 

(３
) 

地
域
未
来
投
資
促
進
法
適
用
工
場
等
 
地
域
経
済
牽
引
事
業
の
促
進
に
よ
る
地
域
の
成
長
発

展
の
基
盤
強
化
に
関
す
る
法
律
（
平
成
19
年
法
律
第
40
号
。
以
下
「
地
域
未
来
投
資
促
進
法
」
と

い
う
。
）
第
６
条
に
規
定
す
る
同
意
基
本
計
画
に
お
い
て
定
め
ら
れ
た
促
進
区
域
内
に
お
い
て
、

地
域
未
来
投
資
促
進
法
第
14
条
第
２
項
に
規
定
す
る
承
認
地
域
経
済
牽
引
事
業
計
画
に
基
づ
き
設

置
さ
れ
る
地
域
未
来
投
資
促
進
法
第
18
条
に
規
定
す
る
承
認
地
域
経
済
牽
引
事
業
（
地
域
の
成
長

発
展
の
基
盤
強
化
に
特
に
資
す
る
も
の
と
し
て
主
務
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
こ
と
に
つ

い
て
主
務
大
臣
の
確
認
を
受
け
た
も
の
に
限
る
。
）
の
た
め
の
施
設
を
い
う
。
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（
過
疎
地
域
に
お
け
る
課
税
免
除
）
 

（
過
疎
地
域
に
お
け
る
課
税
免
除
）
 

第
４
条
 
過
疎
地
域
の
持
続
的
発
展
の
支
援
に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
二
十
四
条
の
地
方
税
の
課
税
免

除
又
は
不
均
一
課
税
に
伴
う
措
置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
等
を
定
め
る
省
令
（
令
和
３
年
総
務
省
令
第

31
号
）
第
１
条
第
１
号
イ
に
規
定
す
る
間
に
、
過
疎
地
域
の
う
ち
過
疎
法
第
８
条
第
１
項
に
規
定
す

る
市
町
村
計
画
に
記
載
さ
れ
た
同
条
第
４
項
第
１
号
に
規
定
す
る
産
業
振
興
促
進
区
域
内
に
お
い

て
、
製
造
業
、
農
林
水
産
物
等
販
売
業
、
旅
館
業
及
び
情
報
サ
ー
ビ
ス
業
等
の
用
に
供
す
る
設
備

（
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
32
年
法
律
第
26
号
）
第
12
条
第
４
項
の
表
の
第
１
号
の
中
欄
又
は
第
45

条
第
３
項
の
表
の
第
１
号
の
中
欄
に
掲
げ
る
事
業
の
用
に
供
す
る
設
備
で
同
法
第
12
条
第
４
項
の
表

の
第
１
号
の
下
欄
又
は
第
45
条
第
３
項
の
表
の
第
１
号
の
下
欄
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
も
の
を
い

う
。
）
で
あ
っ
て
、
取
得
価
額
の
合
計
額
が
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
業
の
区
分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
当

該
各
号
に
定
め
る
額
以
上
の
も
の
の
取
得
等
（
過
疎
法
第
23
条
に
規
定
す
る
取
得
等
（
租
税
特
別
措

置
法
施
行
令
（
昭
和
32
年
政
令
第
43
号
）
第
28
条
の
９
第
10
項
に
規
定
す
る
資
本
金
の
額
等
（
第
１

号
に
お
い
て
「
資
本
金
の
額
等
」
と
い
う
。
）
が
5,
00
0万

円
超
で
あ
る
法
人
が
行
う
も
の
に
あ
っ

て
は
新
設
又
は
増
設
に
限
る
。
）
を
い
う
。
）
を
し
た
者
に
つ
い
て
、
当
該
設
備
で
あ
る
家
屋
及
び

償
却
資
産
並
び
に
当
該
家
屋
の
敷
地
で
あ
る
土
地
（
令
和
３
年
４
月
１
日
以
後
に
お
い
て
取
得
し
た

も
の
に
限
り
、
か
つ
、
土
地
に
つ
い
て
は
、
そ
の
取
得
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
１
年
以
内
に
当

該
土
地
を
敷
地
と
す
る
当
該
家
屋
の
建
設
の
着
手
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
土
地
に
限
る
。
）

に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
は
、
当
該
設
備
の
取
得
等
の
日
の
属
す
る
年
の
翌
年
（
当
該
日
が
１

第
４
条
 
令
和
３
年
４
月
１
日
か
ら
令
和
６
年
３
月
31
日
ま
で
の
間
に
、
過
疎
地
域
の
う
ち
過
疎
法
第

８
条
第
１
項
に
規
定
す
る
市
町
村
計
画
に
記
載
さ
れ
た
同
条
第
４
項
第
１
号
に
規
定
す
る
産
業
振
興

促
進
区
域
内
に
お
い
て
、
製
造
業
、
農
林
水
産
物
等
販
売
業
、
旅
館
業
及
び
情
報
サ
ー
ビ
ス
業
等
の

用
に
供
す
る
設
備
（
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
32
年
法
律
第
26
号
）
第
12
条
第
３
項
の
表
の
第
１
号

の
中
欄
又
は
第
45
条
第
２
項
の
表
の
第
１
号
の
中
欄
に
掲
げ
る
事
業
の
用
に
供
す
る
設
備
で
同
法
第

12
条
第
３
項
の
表
の
第
１
号
の
下
欄
又
は
第
45
条
第
２
項
の
表
の
第
１
号
の
下
欄
の
規
定
の
適
用
を

受
け
る
も
の
を
い
う
。
）
で
あ
っ
て
、
取
得
価
額
の
合
計
額
が
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
業
の
区
分
に

応
じ
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
額
以
上
の
も
の
の
取
得
等
（
過
疎
法
第
23
条
に
規
定
す
る
取
得

等
（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
（
昭
和
32
年
政
令
第
43
号
）
第
28
条
の
９
第
10
項
に
規
定
す
る
資
本

金
の
額
等
（
第
１
号
に
お
い
て
「
資
本
金
の
額
等
」
と
い
う
。
）
が
5,
00
0万

円
超
で
あ
る
法
人
が

行
う
も
の
に
あ
っ
て
は
新
設
又
は
増
設
に
限
る
。
）
を
い
う
。
）
を
し
た
者
に
つ
い
て
、
当
該
設
備

で
あ
る
家
屋
及
び
償
却
資
産
並
び
に
当
該
家
屋
の
敷
地
で
あ
る
土
地
（
令
和
３
年
４
月
１
日
以
後
に

お
い
て
取
得
し
た
も
の
に
限
り
、
か
つ
、
土
地
に
つ
い
て
は
、
そ
の
取
得
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し

て
１
年
以
内
に
当
該
土
地
を
敷
地
と
す
る
当
該
家
屋
の
建
設
の
着
手
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
当
該

土
地
に
限
る
。
）
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
は
、
当
該
設
備
の
取
得
等
の
日
の
属
す
る
年
の
翌

年
（
当
該
日
が
１
月
１
日
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
日
の
属
す
る
年
）
の
４
月
１
日
の
属
す

る
年
度
か
ら
３
年
度
分
に
つ
い
て
、
課
税
を
免
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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改
正
後
 

改
正
前
 

月
１
日
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
日
の
属
す
る
年
）
の
４
月
１
日
の
属
す
る
年
度
か
ら
３
年

度
分
に
つ
い
て
、
課
税
を
免
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

(１
)・

(２
) 

（
略
）
 

 

(１
)・

(２
) 

（
略
）
 

 

（
地
域
未
来
投
資
促
進
法
に
お
け
る
課
税
免
除
）
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第
５
条
 
市
長
は
、
地
域
未
来
投
資
促
進
法
適
用
工
場
等
を
事
業
の
用
に
供
す
る
日
の
属
す
る
年
の
翌

年
（
事
業
の
用
に
供
す
る
日
が
１
月
１
日
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
属
す
る
年
）
の
４
月
１

日
を
初
日
と
す
る
最
初
の
年
度
以
降
３
か
年
度
に
限
り
、
当
該
地
域
未
来
投
資
促
進
法
適
用
工
場
等

に
係
る
固
定
資
産
（
地
域
未
来
投
資
促
進
法
第
４
条
第
６
項
の
規
定
に
よ
る
基
本
計
画
の
同
意
の
日

以
後
に
お
い
て
取
得
し
た
も
の
に
限
り
、
そ
の
取
得
価
格
の
合
計
が
１
億
円
を
超
え
、
償
却
資
産
は

構
築
物
の
み
を
対
象
と
し
、
か
つ
、
土
地
に
つ
い
て
は
、
そ
の
取
得
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
１

年
以
内
に
当
該
土
地
を
敷
地
と
す
る
当
該
地
域
未
来
投
資
促
進
法
適
用
工
場
等
の
建
設
の
着
手
が
あ

っ
た
場
合
に
お
け
る
土
地
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
、
本
市
が
課
す
る
固
定
資
産
税
の
課
税
を
免
除
す

る
こ
と
が
で
き
る
。
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（
不
均
一
課
税
又
は
課
税
免
除
の
申
請
）
 

（
不
均
一
課
税
又
は
課
税
免
除
の
申
請
）
 

第
６
条
 
（
略
）
 

 

第
５
条
 
（
略
）
 

 

（
奨
励
金
の
交
付
）
 

（
奨
励
金
の
交
付
）
 

第
７
条
 
市
長
は
、
製
造
の
事
業
の
用
に
供
す
る
設
備
（
地
方
税
法
（
昭
和
25
年
法
律
第
22
6号

）
第

34
1
条
第
４
号
に
規
定
す
る
償
却
資
産
の
う
ち
機
械
及
び
装
置
を
い
い
、
賃
借
す
る
も
の
を
含

む
。
）
を
新
設
又
は
更
新
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
そ
の
取
得
価
額
（
賃
借
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、

当
該
設
備
の
リ
ー
ス
料
に
か
か
わ
ら
ず
、
物
件
代
金
（
購
入
選
択
権
付
き
リ
ー
ス
の
場
合
は
、
残
存

価
額
を
除
く
。
）
と
す
る
。
）
の
合
計
額
が
一
の
年
に
お
い
て
1,
00
0万

円
を
超
え
る
も
の
の
取
得

を
し
た
者
（
第
３
条
、
第
４
条
又
は
第
５
条
の
規
定
に
該
当
す
る
も
の
は
除
く
。
）
に
つ
い
て
、
当

該
設
備
の
取
得
の
日
の
属
す
る
年
の
翌
年
の
４
月
１
日
の
属
す
る
年
度
に
、
当
該
設
備
の
取
得
価
額

に
２
パ
ー
セ
ン
ト
を
乗
じ
て
得
た
額
の
範
囲
内
で
奨
励
金
を
交
付
す
る
。
 

第
６
条
 
市
長
は
、
製
造
の
事
業
の
用
に
供
す
る
設
備
（
地
方
税
法
（
昭
和
25
年
法
律
第
22
6号

）
第

34
1
条
第
４
号
に
規
定
す
る
償
却
資
産
の
う
ち
機
械
及
び
装
置
を
い
い
、
賃
借
す
る
も
の
を
含

む
。
）
を
新
設
又
は
更
新
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
そ
の
取
得
価
額
（
賃
借
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、

当
該
設
備
の
リ
ー
ス
料
に
か
か
わ
ら
ず
、
物
件
代
金
（
購
入
選
択
権
付
き
リ
ー
ス
の
場
合
は
、
残
存

価
額
を
除
く
。
）
と
す
る
。
）
の
合
計
額
が
一
の
年
に
お
い
て
1,
00
0万

円
を
超
え
る
も
の
の
取
得

を
し
た
者
（
第
３
条
又
は
第
４
条
の
規
定
に
該
当
す
る
も
の
は
除
く
。
）
に
つ
い
て
、
当
該
設
備
の

取
得
の
日
の
属
す
る
年
の
翌
年
の
４
月
１
日
の
属
す
る
年
度
に
、
当
該
設
備
の
取
得
価
額
に
２
パ
ー

セ
ン
ト
を
乗
じ
て
得
た
額
の
範
囲
内
で
奨
励
金
を
交
付
す
る
。
 

２
～
５
 
（
略
）
 

 

２
～
５
 
（
略
）
 

 

（
奨
励
金
の
交
付
申
請
）
 

（
奨
励
金
の
交
付
申
請
）
 

第
８
条
 
（
略
）
 

 

第
７
条
 
（
略
）
 

 

4



 

改
正
後
 

改
正
前
 

（
承
継
）
 

（
承
継
）
 

第
９
条
 
（
略
）
 

第
８
条
 
（
略
）
 

２
 
（
略
）
 

 

２
 
（
略
）
 

 

（
不
均
一
課
税
又
は
課
税
免
除
の
取
消
し
等
）
 

（
不
均
一
課
税
又
は
課
税
免
除
の
取
消
し
等
）
 

第
10
条
 
（
略
）
 

 

第
９
条
 
（
略
）
 

 

（
奨
励
金
の
返
還
）
 

（
奨
励
金
の
返
還
）
 

第
11
条
 
（
略
）
 

 

第
10
条
 
（
略
）
 

 

（
報
告
調
査
）
 

（
報
告
調
査
）
 

第
12
条
 
（
略
）
 

 

第
11
条
 
（
略
）
 

 

（
委
任
）
 

（
委
任
）
 

第
13
条
 
（
略
）
 

 

第
12
条
 
（
略
）
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